
市職員の給与などを公表します市職員の給与などを公表します
　平成21年度における職員の給与や任免および職員数、勤務時間そのほかの勤務条件、服務などを
「十和田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づいて公表します。

問職員課職員係☎516705

■給与の状況■給与の状況
⑴給与費の状況
（平成21年度一般会計決算より）

注）職員手当には退職手当を含みません。

⑵平均給料月額および平均年齢の 
　状況

（平成21年４月１日現在）
職種 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 326,700円 43.1歳
技能労務職 385,500円 53.3歳

⑶初任給の状況
（平成21年４月１日現在）

区分 大学卒 高校卒
一般行政職 172,200円 140,100円
技能労務職 － 135,600円

⑷経験年数別・学歴別平均給料月
　額の状況

（平成21年４月１日現在）

経験年数
一般行政職

大学卒 高校卒
７年以上
10年未満 236,000円 195,500円

10年以上
15年未満 263,500円 234,400円

15年以上
20年未満 308,600円 268,300円

②職種別職員数　　　　    （単位：人）

職種
平成21年
４月１日

一般行政職 341
税務職 37
医師職 33
薬剤師・医療技術職 66
看護師・保健師職 272
福祉職（保育士） 10
企業職 42
技能労務職 45
教育職 ９

合計 855

■分限および懲戒処分の状況■分限および懲戒処分の状況
（平成21年度）

⑴職員の分限の状況
　分限処分12件（病気による休職）

⑵職員の懲戒処分の状況
・戒告１件（交通違反）
・減給０件
・停職０件
・免職０件　

■勤務時間その他の勤務条件の状■勤務時間その他の勤務条件の状
　況　況
（平成21年度）

⑴一般職員の１週間の勤務状況
①１週間の勤務状況　40時間
②勤務時間
　午前８時30分から午後５時15分まで
③休憩時間
　午後零時15分から１時まで

⑵休暇の種類
①年次有給休暇　20日
②病気休暇　90日以内
　高血圧症、悪性新生物などによる疾
　病の場合は180日以内、結核性疾患の
　場合は２年以内
③特別休暇（略称）
・ボランティア休暇　５日以内
・結婚休暇　５日以内
・産前休暇　８週間
・産後休暇　８週間
・育児休暇　１日２回各30分以内
・服忌休暇　配偶者10日、父母７日な
　　　　　　ど
・夏季休暇　３日以内
・妊婦通院休暇、乳幼児健診休暇、骨
　髄休暇など　必要と認められる日数
④介護休暇　６カ月以内
⑤組合休暇　30日以内

■服務の状況（■服務の状況（職員の営利企業等
　従事許可の新規届出）
（平成21年度）
①自ら営利を目的とする私企業を営む
　場合（農業従事など）　　　　 ２件
②報酬を得て事業または事務に従事す
　る場合（各種統計調査員など） 25件

■研修および勤務成績の評定の状■研修および勤務成績の評定の状
　況　況
（平成21年度）

⑴職員の研修の状況
区分 内容 回数 参加者数

一般研修
新採用職員研
修など

１ 20

専門研修
接 遇 研 修 、
OA研修など

51 1,222

派遣研修
青森県自治研修
所、市町村職員
中央研修所など

45 77

⑵職員の勤務成績の評定の状況
（平成21年度）
①評定の回数　　  　１回
②評定の時期　　  　１月
③評定の対象人数　792人

■福祉および利益の保護の状況■福祉および利益の保護の状況
（平成21年度）

⑴職員の健康診断などの状況
　健康診断、産業医による面談などを
実施しました。

⑵職員互助会の状況
　十和田市職員互助会が実施する福利
厚生事業に対する補助金は交付してい
ません。

⑶公務災害補償の認定状況
　認定件数　１件

⑷給与、勤務時間その他の勤務条件
　に関する措置の要求及び不利益処
　分に関する不服申立ての状況
　該当事案はありません。

■任免および職員数に関する状況■任免および職員数に関する状況
⑴職員の任免の状況
（平成21年度）

　採用40人　退職69人

⑵職員数に関する状況
①職員数の推移　　　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在　単位：人）

区分 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

本庁・支所
職員数 487 463 457 445 411
増減 ▲24 ▲６ ▲12 ▲34

水道・
下水道など

職員数 73 76 77 72 70

増減 ３ １ ▲５ ▲２

市立中央病院
職員数 387 375 372 379 374
増減 ▲12 ▲３ ７ ▲５

合計
職員数 947 914 906 896 855
増減 ▲33 ▲８ ▲10 ▲41

職員数（A）
411人

給与費（B）
2,493,477千円

給料
1,667,997千円

期末・勤勉手当
619,080千円

職員手当
206,400千円

⑸職員手当の状況
①期末手当・勤勉手当

（平成21年度支給割合）
区分 期末手当 勤勉手当

６月期 1.25月分 0.675月分

12月期 1.45月分 0.725月分

 合計 2.70月分 1.400月分

注）職制上の段階、職務の級などによる加算
　　措置があります。
②退職手当（支給率）
区分 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分

勤続35年 47.50月分 59.28月分

最高限度 59.28月分 59.28月分

・その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置（２％～20％
　加算）
・１人当たり平均支給額
　自己都合　　　　  　447千円
　勧奨・定年など　24,777千円

注）・退職手当の支給率は、青森県市町村職員
　　　退職手当組合退職手当条例の規定による
　　　ものです。
　　・退職手当の１人当たり平均支給額は、
　　　平成21年度に退職した全職種にかかる
　　　職員に支給された平均額です。
　　・退職手当の支給率は、平成21年４月１
　　　日現在のものです。
③扶養手当（平成21年４月１日現在）
配偶者                       　　　13,000円

配偶者以外１人目
・配偶者がある場合　　　 　　6,500円
・配偶者がない場合　　  　　11,000円
２人目以上１人につき　  　　  6,500円

16歳から22歳までの子がいる場合
子１人につき　　　                5,000円

④住居手当（平成21年４月１日現在）
借家、借間の支給限度額  　　27,000円

持ち家の支給額新築５年まで    2,500円

⑤通勤手当（平成21年４月１日現在）
交通機関利用者の支給限度額   55,000円

交通用具利用者の支給限度額   24,500円

⑥寒冷地手当（平成21年４月１日現在）

世帯主で扶養親族のある職員　17,800円

世帯主で扶養親族のない職員　10,200円

その他の職員  　　　　　 　　  7,360円

注）11月から翌年３月までの支給月額です。

⑦特殊勤務手当（平成21年度）
職員全体に占める手
当支給職員の割合

8.9％

支給対象職員１人当
たり平均支給月額

2,581円

手当の種類 ６種類

支給額の多い手当
①保育士業務手当
②福祉業務手当
③用地取得交渉手当

多くの職員に支給さ
れている手当

①保育士業務手当
②福祉業務手当
③用地取得交渉手当

注）病院事業職員を除いています。

⑧時間外勤務手当（平成21年度）

支給総額　　　　　　　     63,925千円

職員１人当たり支給月額   　  11,075円

注）病院事業職員を除いています。

⑹特別職の報酬などの状況
　　　　（平成21年４月１日現在）

区分 給料・報酬月額 期末手当

市長 688,800円

平成21年度の割合
６月期1.25月分
12月期1.45月分
　計　2.70月分

副市長 630,000円

議長 450,000円

副議長 391,500円

議員 362,000円

注）給料・報酬月額、期末手当の支給割合は
　　減額後のものです。

１人当たりの給与費（B/A）6,067千円

　現在、市では次のとおり人件費の
抑制を実施しています。
・市長は20％、副市長と教育長は
　10％の給料を減額、期末手当はそ
　れぞれ0.35月分を減額
・一般職員は37％～41.5％の管理職
　手当を減額

人件費抑制の状況

③一般行政職の級別職員数

７級（部長）10人2.9％

平成21年
４月１日
341人

４級（係長）４級（係長）64人64人
18.8％18.8％

２級（主査）
76人22.3％

６級（課長）
32人9.4％

５級
（課長補佐）
65人19.1％

３級（主任主査）
56人16.4％

１級（主事）
38人11.1％

注）（　）はそれぞれの級に該当する代表的
　　な職名です。
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